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要旨：本研究では，SRC 壁柱および埋込み鉄骨梁を主要な耐震要素として外周に設けた架構の耐震性能の検

証を目的とし，既往の部分架構実験において梁曲げ降伏型の履歴性状が得られた試験体を対象とし，接合

部を含む部分架構の骨格曲線のモデル化に関する検討を行い，部分架構実験結果との比較を行った。さ

らに，架構モデルについて保有水平耐力計算法による静的増分解析を行い，塑性ヒンジの発生状況および層

間変形角分布について鉄骨造架構との比較を行った。鉄骨造架構と比較し，提案する架構は 1 次設計時と保

有水平耐力時の層間変形角を全層にわたって均一化できることを確認した。 

キーワード：混合構造，柱梁接合部，壁柱 SRC梁 S，保有水平耐力計算法，静的増分解析 

 

1. はじめに 

外周に配置した鉄筋コンクリート造壁柱（以下，RC

壁柱と呼ぶ）の間を鉄骨梁により連結する構法の研究が

進み，事務所建物等での適用事例が報告 1)~3)されている。

地震時の各層の変形を一様にする心棒の効果 1)を期待す

るため，1 階壁柱は半剛接合柱脚とされる場合が多い。

純ラーメンの鉄骨造では地震時に下層部に変形集中層が

形成されることが多いが，これらの構法では壁柱により

各層の層間変形角が平均化され，全層にわたり鉄骨梁が

エネルギーを効率よく吸収できる利点がある（図－1）。 

筆者らは鉄骨鉄筋コンクリート造（以下，SRC と呼

ぶ）壁柱を用いた壁柱 SRC 梁 S 接合部および架構を想

定した検討 4),5)を行っている（図－2，図－3）。壁面内

方向の想定接合部では SRC 壁柱と鉄骨梁との接合を

梁埋込み部のコンクリートの支圧力による応力伝達

機構により実現することによって，柱梁接合部の施工

性向上も図ることができる。想定接合部について，鉄

骨梁の埋込み長さをパラメータとした部分架構実験を

行い，埋込み長さ/梁せい比を 1.44 倍とした試験体で

梁降伏型の紡錘形の履歴性状が得られたことを報告

している 5)。 

本報では，既往の部分架構実験で梁曲げ降伏型の履

歴性状を示した試験体を対象とし，接合部のせん断変

形の評価および部分架構の骨格曲線のモデル化に関

する検討を行い，部分架構実験結果との比較を行った。

さらに SRC 壁柱および埋込み鉄骨梁を主要な耐震要

素として外周に設けた架構の耐震性能を検証するた

め，保有水平耐力計算法 6)に基づき静的増分解析を行

い，塑性ヒンジの発生状況や層間変形角について，鉄

骨造架構（以下，純 S 架構と呼ぶ）との比較を行った。 
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図－1 崩壊メカニズムのイメージ 
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図－3 想定する接合部の支圧伝達機構 

(a) 想定架構の外観パース (b) 壁柱 SRC 梁 S 接合部 
 

図－2 本研究で検討対象とする架構および接合部 
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2. 部分架構実験を対象とした骨格曲線の評価 

一般的に埋込み柱脚では，コンクリートの支圧力に

よって鉄骨部材の応力が伝達されるため，埋込み部分

の鉄骨および周囲のコンクリートに支圧変形が生じ，

柱は接合部フェイス位置での完全固定とはならない

こと，さらに接合部のせん断変形が架構全体の剛性に

影響を与えることが示唆されている 7)。架構の耐震性

を評価する際にはこれらの変形の影響を考慮し，接合

部の剛性をモデル化する必要があると考えられる。 

中島ら 7),8),9)は，埋込み長さが部材せいの 2 倍以上の

接合部では，埋込み始点から 1.5 倍程度の位置を剛接

として接合部の剛性を評価できると報告している。し

かし，本研究で対象としている埋込み長さが部材せい

の 1.5 倍未満かつ簡易な埋込みディテールである鉄骨

梁の埋込み接合部の変形および接合部の剛性が架構

に与える影響については、明らかになっていない。と

くに，SRC 壁柱および埋込み鉄骨梁を耐震要素として

外周に設けた架構においては，接合部の剛性を適切に

モデル化した上で，各部材の剛性比を設定し，耐震性

能を評価することが重要であると考えられる。 

ここでは，壁柱 SRC梁 S接合部を含む架構の骨格曲線

の評価を行うため，既往の実験 5)から得られた部分架構

の各部材（梁，パネルコンクリート，壁柱）の変形割合

および実験で得られた骨格曲線について検討を行った。 

2.1 壁柱 SRC 梁 S 接合部の部分架構実験 

(1) 実験概要 

部分架構実験の試験体は壁柱SRC梁S接合部の壁面内

方向接合部をモデル化した 1/2 スケールの試験体とした。

試験体一覧および試験体の破壊モードを表－1 に，代表

的な試験体形状寸法を図－4に示す。梁幅/壁柱幅比と埋

込み長さ/梁せい比をパラメータとし，01d14試験体の鉄

骨梁の埋込み長さは 575mm とし，埋込み長さ/梁せい比

は 1.44である。02d10試験体は 01d14試験体と同一の鉄

骨梁を用い，埋込み長さを 400mm と短くし，埋込み長

さ/梁せい比を 1.0 とした。03d10 試験体と 04d10 試験体

は，02d10 試験体の形状に対して，梁幅のみをそれぞれ

100mm，75mmに変更し，梁幅/壁柱厚がコンクリートの

支圧強度へ与える影響を検討した。05d11 試験体は，

01d14試験体の形状に対して，梁せいのみを 500mmに変

更し，埋込み長さ/梁せい比を 1.15 とした。なお，試験

体の梁埋込み部の設計に関しては，鋼構造接合部設計指

針 9)の埋込み柱脚の終局曲げ耐力式を用い，接合部の終

局曲げモーメントを算定した。 

加力は壁柱の上下反曲点を想定した位置に水平反力

を取り，梁端部の反曲点位置に鉛直ジャッキで逆対称の

鉛直変位を与え，正負交番漸増繰り返し載荷を行った。

図－5に加力サイクルを示す。梁降伏先行型とした 01d14 

表－1 試験体一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験体では層間変形角 R=0.5%rad.および R=1.0%rad.で

10回ずつ繰り返し加力を行った。 

梁の埋込み長さ/梁せい比を 1.44とした試験体では，

鉄骨梁の曲げ降伏が先行し，安定した履歴性状を示し

梁降伏先行型の破壊モードとなった。埋込み長さ/梁せ

い比を 1.0，1.15 とした試験体は接合部の支圧破壊が

進行し，接合部破壊に至った。 

(2) 全体変形角における各部材の変形割合 

接合部のせん断変形が部分架構の全体変形に与える

影響を検証するため，全体変形角における各部材（梁，

パネルコンクリート，壁柱）の変形割合を算出した。実

験における壁柱SRC梁S接合部のパネルコンクリートの

変位計測位置を図－6 に，各部位の変形成分の定義およ

び算出方法を図－7 に示す。梁曲げ降伏型の 01d14 試験
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体と接合部の支圧破壊型の 02d10 試験体について，梁

せん断力と接合部せん断変形角および変形割合の推移の

関係を図－8に示す。 

01d14 試験体は，R=2.0%rad.時においても接合部せん

断変形および接合部せん断変形による変形角の割合は小

さく，梁変形による変形角が全体変形角の大部分を占め

ていることがわかる。02d10 試験体は 01d14試験体と比

べると接合部のせん断変形は大きいが，R=2.0%rad.時に

おいても梁変形による変形角が全体変形角の 9割近くを

占めている。いずれの試験体とも，接合部せん断変形が

全体変形角に与える影響は梁変形による変形角と比べ，

小さいことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-600

-400

-200

0

200

400

600

-2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0

平
均
梁
せ
ん
断
力

Q
ba

ve
(ｋ

N
)

層間変形角R (%rad.)

05d11

-600

-400

-200

0

200

400

600

-2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0

平
均
梁
せ
ん
断
力

Q
ba

ve
(ｋ

N
)

層間変形角R (%rad.)

04d10

-600

-400

-200

0

200

400

600

-2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0

平
均
梁
せ
ん
断
力

Q
ba

ve
(ｋ

N
)

層間変形角R (%rad.)

03d10

-600

-400

-200

0

200

400

600

-2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0

平
均
梁
せ
ん
断
力

Q
ba

ve
(ｋ

N
)

層間変形角R (%rad.)

02d10

-600

-400

-200

0

200

400

600

-2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0

平
均
梁
せ
ん
断
力

Q
ba

ve
(ｋ

N
)

層間変形角R (%rad.)

01d14

図－10 各試験体の平均梁せん断力-層間変形角関係と剛性計算値の比較 
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実験結果 剛域:壁柱フェイス 剛域:梁埋込み端
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図－9 線材置換および剛域の定義 
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ここで，    ：部分架構の全体変形角 

：全体変形角における梁変形による変形角 

：全体変形角における接合部せん断変形による変形角 

：全体変形角における壁柱変形による変形角 

：接合部のせん断変形角 

：図-6 におけるパネルコンクリートの計測変位 

：接合部せん断変形による梁端部の変形 

：接合部せん断変形による壁柱端部の変形 
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2.2 線材置換および剛域設定による部分架構の剛性評価 

2.1 節で定義した全体変形角における梁変形による変

形角には，埋込み部分の鉄骨梁周囲のコンクリートに生

じる支圧変形 7)による変形角成分（以下，支圧変形と呼

ぶ）も含まれていると考えられる。ここでは，梁曲げ降

伏型の 01d14試験体の骨格曲線のモデル化にあたり，柱

および梁部材を線材置換し接合部内に剛域を設定するこ

とで，接合部のせん断変形および埋込み部分の支圧変形

による影響を簡易的に考慮することとした。 

壁柱SRC梁S接合部を含む部分架構の線材置換および

剛域の定義を図－9 に示す。壁柱内の鉄骨梁すべてを剛

域とした場合と鉄骨梁の埋込み端部から壁柱芯までを剛

域とした場合の 2ケースについて骨格曲線を計算し，部

分架構実験結果との比較検討を行った。各試験体の平

均梁せん断力-層間変形角関係と骨格曲線の比較を図－

10に示す。図中には，壁柱フェイス位置で計算した梁

曲げ全塑性耐力と鉄骨梁フェイス位置で計算した壁

柱の曲げひび割れ耐力を併せて示す。 

剛域 Case1 による計算値は，01d14 試験体の梁降伏点

近傍（R=±1.0%rad.）の剛性を過大評価している。一方，

剛域 Case2 による計算値は 01d14 試験体の梁降伏点近傍

の剛性を安全側に評価していることがわかる。剛域

Case2 では，梁の埋込み部分を梁部材とみなすことによ

って，埋込み部の支圧変形により生じる部分架構全体の

変形を間接的ではあるが，安全側に評価することができ

ると考えられる。想定対象外ではあるが，接合部の支圧

破壊型の試験体についても，接合部破壊が進行する前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の R=±0.5%rad.程度までは，剛域 Case2による計算値に

よって実験結果を概ね評価できることがわかる。 

なお，物理モデルに基づいた埋込み部の支圧変形の

詳細な算定方法については今後の検討課題とする。 

 

3. 静的増分解析による架構の耐震性能の検証 

3.1 解析モデル概要 

 解析モデルは 7 階建て延べ床面積 6,500mm2程度の事

務所ビルを対象とし，前述した SRC壁柱および埋込み鉄

骨梁を主要な耐震要素として外周に設けた提案架構と従

来鉄骨造架構の 2通りについて検討を行った。それぞれ

の架構寸法を図－11および図－12に示す。 

構造計算は保有水平耐力計算法 6)により行った。外力

分布は Ai分布とし，地震地域係数は 1.0，第 2種地盤，

一次固有周期（0.03h，h:建物高さ）を用い計算した。標

準せん断力係数C0=0.2相当の地震力を想定した 1次設計

時は，最大層間変形角が 1/200rad.以下となるように設計

クライテリアを設けた。保有水平耐力はいずれかの層の

層間変形角が 1/100rad.に達した時点の耐力とし，各モデ

ルともベースシア係数0.35相当を確保するように設計し

た。提案架構では，1 階の SRC 壁柱の半剛接合柱脚は，

SRC 壁柱に内臓された柱鉄骨のみを基礎梁に埋込み柱

脚として接合するものと想定し，鋼構造接合部設計指針

7),8),9)の埋込み柱脚の剛性算定法を参考とし，脚部に回

転バネを設定した。断面算定結果を表－3および表－4

に示す。解析には SNAP を用いた。 
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x19x36 
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 1F 図－12 解析モデル:純 S架構 

図－11 解析モデル:提案架構 
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表－3 断面リスト:提案架構 

表－4 断面リスト:純 S架構 
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鉄骨梁は材端弾塑性モデルとし，提案架構では SRC壁

柱フェイス位置を塑性ヒンジ発生位置とした。梁の埋込

み長さは既往の部分架構実験 5)を参考にし，埋込み長さ/

梁せい比を 1.44で共通とした。接合部内の剛域は 2.2節

で示した剛域 Case2 に基づき設定し，塑性ヒンジ位置と

剛域端は異なるモデルとした。SRC壁柱および鉄骨柱は

MNモデルとし，柱の軸力変動の影響を考慮した。RC基

礎梁は 800mm×1,800mmで共通とし，弾性とした。基礎

梁および壁柱のコンクリート設計基準強度は Fc42 とし

た。各モデルの部材断面に応じ算定した各階の質量を表

－5に示す。 

3.2 提案架構と純 S 架構の比較 

(1) 荷重変形関係および塑性ヒンジ 

静的増分解析により得られた各解析モデルのX方向と

Y 方向の層せん断力と層間変形角関係を図－13 に示す。

図中には，標準せん断力係数 C0=0.2相当およびベースシ

ア係数 0.35 相当の 1 層の層せん断力の値を併せて示す。

保有水平耐力時の X 方向の層間変形角は，提案架構では

4 層，純 S 架構では 2 層が最大であった。Y 方向の層間

変形角は，提案架構および純 S架構ともに 3層が最大で

あった。 

保有水平耐力時の各解析モデルの代表的な構面の塑

性ヒンジの発生状況を図－14に示す。提案架構について

は，2 章で示した等価剛域の算出法に基づき計算した鉄

骨梁の剛域も併せて示す。提案架構は X1通りと Y1通り

ともに下層から最上層まで一様に鉄骨梁に塑性ヒンジが

発生した。一方，純 S 架構は X1 通りでは最上階を除き

ほぼ一様に塑性ヒンジが発生したが，Y1通りでは塑性ヒ

ンジは下層～中層に集中し発生した。 

(2) 1 次設計時・保有水平耐力時の層間変形角分布 

1次設計時（Qs）および保有水平耐力時（Qu）の各層

の層間変形角分布を図－15に示す。図には，層間変形角

の設計クライテリアとした R=1/200rad.（R=0.5%rad.）お

よび R=1/100rad.（R=1.0%rad.）を実線で示す。 

1 次設計時は，純 S 架構では XY 両方向とも最大層間

変形角は R=1/200rad.近傍に達しており，層間変形角は 2

層において最大となっている。一方，提案架構では，XY

両方向とも最大層間変形角は R=1/300rad.近傍となって

いることがわかる。純 S架構と比べ，提案架構は 1層お

よび最上層の変形角はほぼ同程度であるが，中間層の層

間変形角が小さくほぼ一様となっている。 

保有水平耐力時は，純 S架構では XY両方向とも 1層

および最上層の変形は小さく，2 層および 3 層に変形が

集中していることがみてとれる。一方，提案架構では，2

層から 6層にかけて層間変形角がほぼ均一となっている

ことがわかる。 

今回検討した解析モデルの範囲において，提案架構は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

階 
階高 提案架構 純 S 架構 

(mm) 質量(t) 質量(t) 

RF - 816 690 

7F 4200 865 612 

6F 4200 864 611 

5F 4200 876 622 

4F 4200 878 625 

3F 4200 883 628 

2F 4200 905 632 

1F 5200 1776 1655 

(a) 提案架構 

(b) 純 S 架構 

図－14 保有水平耐力時の塑性ヒンジ図の発生状況 
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表－5 各階の質量 

0

5000

10000

15000

20000

25000

0.0 0.5 1.0

層
せ
ん
断
力

Q
 (
kN

)

層間変形角R(%rad.)

1層

2層

3層

4層

5層

CB=0.35

C0=0.2

1層

7層

4層

0 

Y方向

0

5000

10000

15000

20000

25000

0.0 0.5 1.0

層
せ
ん
断
力

Q
 (

kN
)

層間変形角R(%rad.)

1層

2層

3層

4層

5層

CB=0.35

C0=0.2

1層

7層

4層

0 

Y方向

0

5000

10000

15000

20000

25000

0.0 0.5 1.0
層
せ
ん
断
力

Q
 (
kN

)

層間変形角R(%rad.)

1層

2層

3層

4層

5層

CB=0.35

C0=0.2

1層

7層

4層

0 

X方向

0

5000

10000

15000

20000

25000

0.0 0.5 1.0
層
せ
ん
断
力

Q
 (

kN
)

層間変形角R(%rad.)

1層

2層

3層

4層

5層

CB=0.35

C0=0.2

1層

7層

4層

0 

X方向

0

5000

10000

15000

0.0 0.5 1.0

層
せ
ん
断
力

Q
 (

kN
)

層間変形角R(%rad.)

1層

2層

3層

4層

5層

CB=0.35

C0=0.2

1層

7層

4層

0 

X方向

0

5000

10000

15000

0.0 0.5 1.0

層
せ
ん
断
力

Q
 (
kN

)

層間変形角R(%rad.)

1層

2層

3層

4層

5層

CB=0.35

C0=0.2

1層

7層

4層

0 

Y方向

図－13 層せん断力層間変形角関係 
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(b) 純 S 架構 
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純 S 造と比べ，1 次設計時および保有水平耐力時ともに

各層の層間変形角分布を均一化できることを確認した。 

なお，本検討では Ai 分布の算定に両架構とも同一の

一次固有周期を用いた。しかし，架構モデルの固有値解

析を行った結果，X 方向の 1次固有周期は提案架構 1.006

秒，純 S 架構 1.153 秒，Y 方向の 1 次固有周期は提案架

構 0.960 秒，純 S 架構 1.074 秒と 1 割以上異なることが

確認された。より詳細な架構の耐震性能の検証には，固

有振動数を考慮した地震応答解析により架構の応答性状

を確認することが必要であると考えられる。これらの課

題については今後検討を進める予定である。 

 

4. まとめ 

SRC 壁柱および埋込み鉄骨梁を主要な耐震要素とし

て外周に設けた架構の耐震性能を検証するため，既往の

部分架構実験において梁曲げ降伏型の履歴性状が得られ

た試験体を対象とし，接合部のせん断変形および接合部

を含む部分架構の骨格曲線のモデル化に関する検討を行

い，部分架構実験結果との比較を行った。さらに，架構

モデルを設定し，保有水平耐力計算法による静的増分解

析を行い，塑性ヒンジの発生状況および層間変形角分布

について鉄骨造架構との比較を行った。本研究により得

られた知見を以下にまとめる。 

1) 既往の部分架構実験で得られた梁曲げ降伏型の試験

体について，接合部のせん断変形が架構全体の剛性

に与える影響を検証するため，全体変形角における

梁，パネルコンクリート，壁柱の変形による全体変

形角割合を算出した。全体変形角における接合部せ

ん断変形による変形角の割合は小さく，梁変形によ

る変形角が大部分を占めていることを確認した。 

2) 既往の部分架構実験で得られた梁曲げ降伏型の試験

体の骨格曲線のモデル化にあたり，柱および梁部材

を線材置換し接合部内に剛域を設定した。接合部内

の鉄骨梁の埋込み端部から壁柱芯までを剛域とした

モデルにより骨格曲線を計算し，部分架構実験結果

との比較を行った結果，梁曲げ降伏型の試験体の梁

降伏点近傍の剛性を安全側に評価できることを確認

した。 

3) 提案架構と純 S 架構の解析モデルを作成し，保有

水平耐力計算法に基づき静的増分解析を行った。提

案架構は純 S架構と比較し，1次設計時および保有水

平耐力時ともに各層の層間変形角分布を均一化でき

ることを確認した。保有水平耐力時の塑性ヒンジを

比較した結果，純 S 架構は下層から中層に塑性ヒン

ジが集中する傾向がみられたが，提案架構は下層か

ら最上層まで一様に鉄骨梁に塑性ヒンジが発生した。 
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図－15 層間変形角分布の比較 
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